福祉の村屋内温水プール指定管理者募集要項
　久慈市（以下「市」といいます。）は、福祉の村屋内温水プールについて、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項及び公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例（平成18年久慈市条例第54号）の規定に基づき、指定管理者を募集します。

　なお、指定管理者の応募に当たっては、この要項に定めるもののほか、次の法令を参照してください。

(1) 地方自治法

(2) 地方自治法施行令

(3) 公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例

(4) 福祉の村条例

(5) 福祉の村条例施行規則

　応募の概要　
１　対象施設

　(1) 対象施設の概要

	区　　　　　分
	概　　　要

	名　　　　　称
	福祉の村屋内温水プール

	所　　在　　地
	　久慈市旭町第７地割127番地３

	建　物　概　要
	竣工時期
	　平成３年２月10日

	
	構 造 等
	　鉄骨造、２階建

	
	延べ面積
	　1,238.19㎡ 

	
	敷地面積
	　1,152.37㎡

	
	施設内容
	一般用プール(25m×6コース)、幼児用プール(10m×4m)、監護室・救護室、更衣室、シャワー室、採暖室、トイレ、ホール、ボイラー室、機械室、器具庫、チップボイラー、キュービクル


　(2) 対象施設の設置目的
　　　市民の健康の保持及び増進並びに社会福祉の増進を図る。
２　管理の基準
　(1) 関係法令及び条例等の規定に基づき、施設を適正に管理運営すること。

　(2) 取得した個人情報を適正に管理すること。

　　　個人情報の保護に関する法令及び公の施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例第９条及び個人情報取扱特記事項の規定等を遵守すること。

· 管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ、協定で定めます。

３　指定管理者が行う業務（概要）
　(1) 施設、付帯物件及び物品の維持管理に関すること。

　(2) 施設の使用手続きに関すること。

　(3) 利用料金の徴収に関すること。

　(4) 施設等の利用指導及び安全指導に関すること。

　(5) 施設等を使用した市民福祉の向上に関する行事に協力すること。

　(6) 休場日以外の臨時休場又は、休場日の臨時開場に関すること。

　(7) 開場時間の臨時変更に関すること。

　(8) その他福祉の村屋内温水プール指定管理者仕様書のとおり
４　指定期間（予定）
　　令和６年４月１日から令和11年３月31日まで

５　指定管理に関する経費

(1) 委託費

指定管理業務に係る委託費は、上記に定める指定期間をとおして下記委託費基準価格以内（一切の経費を含む。）とします。委託費基準価格を超える応募については、審査の対象外となりますのでご注意ください。


市は、指定管理業務の経費を、会計年度(４月１日から翌年の３月31日まで)ごとに予算の範囲内で支払います。（前金払をすることがあります。）
また、消費税率の改定があった場合の支払額については、当該改定時の制度に従って支払います。

　(2) 委託費以外の収入の取扱い

　　　利用料金収入及び自主事業に伴う収入については、指定管理者の収入とします。

　　　ただし、利用料金収入については、単年度の利用料金収入の決算額が当該年度の収支予算の利用料金見積額を大幅に上回る場合など、市は収支状況に鑑み、その収入の一部を市に納付させることにつき協議することができるものとします。　　(3) 参考
　　　施設の運営に要した利用料金収入、光熱水使用量等の実績は、別紙「現在の管理運営状況」のとおりです。

６　事業継続が困難な場合の措置

(1) 指定管理者の責めに帰すべき事由により適正な施設運営が困難となった場合又はその恐れが生じた場合は、市は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができます。この場合において、指定管理者が当該期間内に改善することができなかったときは、市は、指定管理者の指定を取り消すことがあります。

(2) 指定管理者の財務状況が著しく悪化し、指定に基づく施設運営の継続が困難と認められる場合は、市は、指定管理者の指定を取り消すことがあります。

(3) 上記により指定管理者の指定を取り消された場合は、指定管理者は、市に生じた損害を賠償しなければなりません。

(4) 不可抗力その他市又は指定管理者の責めに帰することができない事由により施設運営の継続が困難となった場合は、市と指定管理者は、施設運営の可否について協議することとします。
　応募方法　
１　応募資格

　(1) 指定期間中、安全・円滑に対象施設を管理運営することができる次の団体とします。
ア　現地説明会に参加した団体
イ　施設の管理運営にあたって必要な許可等がある場合、当該許可等を受けている団体
　(2) 次のいずれかに該当する団体は、応募することができません。

　　ア　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当するもの

　　イ　市から指名停止処分を受けているもの

　　ウ　市税、法人税、消費税等を滞納しているもの
エ　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等により更生又は再生手続を開始している法人

　　オ　申請団体の役員に次のいずれかに該当するものが含まれているもの

　　　①　破産者で復権を得ない者

　　　②　禁錮刑以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者

　　　③　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員

　(3) 複数の団体がグループを構成して応募する場合は、代表団体を定めて応募してください。この場合において、代表団体以外の団体は、当該グループの構成員として扱います。

　　　なお、単独で応募した団体は、グループの構成員となることはできません。また、複数のグループにおいて同時に構成員となることはできません。
２　応募に当たっての留意点

　(1) 費用の負担

　　　応募に関し必要な費用は、応募者の負担となります。

　(2) 提供した資料の取扱い

　　　担当課が提供した資料等は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じます。また、この検討の目的の範囲内であっても、担当課の承諾を得ることなく、第三者に対しこれを使用させ、又は内容を提示することを禁止します。

　(3) 応募書類の変更禁止

　　　応募に当たって提出した書類の提出期限後における差し替え及び再提出は認めません。

　(4) 団体構成の変更の禁止

　　　複数の団体がグループを構成して応募した場合、応募書類の提出期限後における団体構成を変更することを禁止します。

　(5) 虚偽の記載をした場合

　　　応募者が提出書類に虚偽の記載をした場合は、応募を無効とするとともに、虚偽の記載をした者について、所要の措置を講じることがあります。

　(6) 応募書類の取扱い

　　　応募に当たって提出された書類は返却しません。なお、提出された書類は、情報公開の対象文書となるため、情報公開請求者の求めがあった場合には、情報公開条例（平成18年久慈市条例第20号）の規定に基づき公開することとなります。
　(7) 著作権

　　ア　指定管理者の決定までの間、応募書類の著作権は、応募者に帰属します。ただし、市は、本指定管理者選定実施に関する報告等のため、必要な場合には応募書類の内容を無償で使用できるものとします。

　　イ　指定管理者の決定後、選定された応募書類の著作権は市に帰属し、選定されなかった応募書類の著作権は応募者に帰属するものとします。

　　　　なお、応募書類は、理由の如何に関わらず返却しません。

　(8) 審査に関わる者との接触の禁止

選定の審査を公平に行うため、応募書類の提出、説明会、質問回答等応募に必要な場合を除き、審査に関わる者との接触を禁止します。

　(9) 申請の辞退

申請書類を提出した後に辞退する場合には、辞退届（様式任意）を提出してください。

３　応募方法

　(1) 応募書類

応募に当たっては、次の書類を10部（原本１部、写し９部）提出してください。

また、市が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。

　　ア　指定申請書（別記様式第１号）
　　　　グループ申請の場合、グループ申請構成表（別記様式１－１号）も提出してください。

　　イ　誓約書（別記様式第２号）

ウ　福祉の村屋内温水プール指定管理者事業計画書（別記様式第３号）及び収支予算書（別記様式第４号）
　　エ　定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類

　　オ　法人にあっては当該法人の登記事項証明書
　　カ　申請団体の指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及び事業計画書並びに前事業年度の収支決算書及び事業報告書

キ　管理運営について提案がある場合は、管理運営提案書

ク　職員配置計画（別記様式第５号）
ケ　受託事業実績概要書（別記様式第６号）
コ　地域貢献活動調書（別記様式第７号）

サ　貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類似するもの

シ　設立趣旨、事業内容のパンフレット等団体の概要が分かるもの

ス　納税証明書（法人税、法人都道府県民税、法人市町村民税、法人事業税、固

定資産税、消費税及び地方消費税）
　(2) 募集要項の配布

　　　募集要項を次のとおり配布します。
	配布期間
	令和５年９月１日（金）～令和５年10月16日（月）

	配布場所
	久慈市生活福祉部社会福祉課

〒028-8030　岩手県久慈市川崎町１番１号

電話 0194(52)2119 ／ FAX 0194(52)2364

Eﾒｰﾙ　syafuku@city.kuji.iwate.jp
久慈市ホームページ　http://www.city.kuji.iwate.jp/

	配布時間
	平日の午前８時30分から午後５時まで


※　募集要項等の郵便請求は受付けません。
(3) 募集要項に関する質問の受付け及び回答

募集要項に関する質問を次のとおり受け付けます。質問に対する回答は、令和５年９月26日（火）までに市のホームページに掲載しますのでご確認ください。
	受付期間
	令和５年９月14日（木）～令和５年９月20日（水）午後５時まで
（現地説明会終了後、受付を開始します。）

	受付方法
	質問書（別記様式第８号）に記入のうえ、電子メール又はファクシミリで久慈市生活福祉部社会福祉課あてに送信してください。（郵送不可。送信後、送信した旨の電話連絡をお願いします）


　(4) 現地説明会

　　　現地説明会を次のとおり開催します。

	日　時
	令和５年９月14日（木）午後２時

	場　所
	久慈市総合福祉センター　多目的ルーム

	申　込
	参加を希望される団体は、説明会参加申込書（別記様式第９号）に記入のうえ、令和５年９月12日（火）午後５時までに提出してください。

提出方法は問いませんが、郵送の場合は必着となります。

	その他
	現地説明会の参加につきましては、１団体２名までとします。


(5) 申請書類の提出期限及び提出方法
申請書類の提出の受付を次のとおり行います。
	受付期限
	令和５年10月16日（月）午後５時まで　※必着

	提出先
	久慈市生活福祉部社会福祉課

	提出方法
	担当課に持参または郵送による


　選定方法　
１　指定管理者の選定等

　　次のとおり、応募書類及び面接により選定します。

　(1) 第１次審査（書類審査）
　　　応募資格を含め、申請書の内容を書面により審査します。
  (2) 第２次審査（面接審査）
　　　申請者から応募書類の内容について、追加説明やプロポーザル（提案）を受け、その後、質疑応答を行います。
２　選定基準

　　選定基準は、次のとおりです。

　(1) 応募資格を有するものであること
　(2) 市民の平等な利用が確保されること
　(3) サービスの向上が図られること
　(4) 管理に係る経費の縮減が図られること
　(5) 事業計画に基づき、継続して適正に管理運営することができる人的能力及び物的能力を有すること
３　指定管理者の決定

　(1) 指定管理者の決定方法

　　　指定管理者は、指定管理者選定審査会の審査及び議会の議決を経て、市長が指定します。

　(2) 結果の通知

　　　応募者全員に、文書でお知らせします。

　(3) 指定管理者の公表

　　　指定管理者の指定は、久慈市役所掲示場に告示するとともに、広報くじに掲載します。

４　指定までの手続き
指定管理者の指定は、議会において、指定管理者の指定が議決された後となります。指定後は、速やかに現在の委託先又は市との引継ぎを行います。
また、業務引継ぎに要した費用は、それぞれの団体の負担とします。

なお、議会の議決を経るまでの間に指定管理者に指定することが著しく不適当と認められる事情が生じたときは、指定管理者に指定しないことがあります。
さらに、議会の議決が得られなかった場合及び否決された場合においても、管理運営の準備のために支出した費用については、一切補償しません。
５　指定後の手続き
　　業務の実施に関する細目事項、管理の基準に関する細目事項、管理に要する経費に関する細目事項等について、市長と協議のうえ、協定を締結するものとします。

【問い合せ先】

　久慈市生活福祉部社会福祉課
　　〒028-8030　岩手県久慈市川崎町１番１号

　　電話：0194(52)2119 　FAX：0194(52)2364
　　Eﾒｰﾙ： syafuku@city.kuji.iwate.jp
　　久慈市ホームページアドレス：http://www.city.kuji.iwate.jp/
委託費基準価格　117,745千円（消費税及び地方消費税(10％)を含む）








